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1 まえがき

今や、カーナビ等の日常的な応用だけでなく、
測量や携帯電話基地局の時刻同期、その他多くの
分野で衛星測位システムはなくてはならない存在
となっている。従来は衛星測位は米国が管理運営
するGPS（全地球測位システム）とロシアの
GLONASSのみであったが、他国のシステムに頼
る脆弱性を避けるためか、EU、中国、インドも独
自の衛星測位システムを確立しようとしている。
我が国は、準天頂衛星システムの研究開発を行
い、当面はGPSの補完・補強をめざす政策を選
択した。

2  準天頂衛星プロジェクトの成立と
経緯

2.1 準天頂軌道の検討
静止衛星は、東京近辺の地上からは南方の仰角
45度近辺に見える。固定局の場合は衛星がよく見
える場所にアンテナを設置すれば良いが、移動局

の場合は特に高層ビルの谷間や山陰では移動体の
位置によって頻繁にシャドウイングやマルチパス
が発生する。これを避けるためには衛星が高仰角
に位置するのが望ましい。そこで衛星の軌道面を
傾け、周期的に衛星が高仰角に来るような軌道
が、1972 年 RRL（電波研究所； 現 NICT）の高橋
から提案された［1］。当時はこの軌道を維持するた
めに多くの燃料が必要と思われていたが、さまざ
まな軌道の研究［2］の結果、静止軌道と同程度の燃
料消費で準天頂軌道を利用できることがわかり、
準天頂軌道の利用が現実的なものとなってきた。
なお、当時は準天頂軌道は移動体向けの通信・
放送への利用が主として考えられていた。

2.2 測位衛星システム開発の契機
1990 年代に入ってGPSの利用がめざましく進

む一方、選択利用性（SA）によって精度の劣化を
強要される（2000 年 5月に解除）という経験もあ
り、米軍のシステムであるGPSのみに頼らず（さ
らにGLONASSにも頼らず）我が国独自で測位衛
星技術またはシステムそのものを有すべきという
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議論が起こった。
1997 年の宇宙開発委員会 衛星測位技術分科会

の答申「我が国における衛星測位技術開発への取
り組み方針について」において、「衛星搭載用原子
時計」、「衛星群時刻管理技術」、「高精度衛星軌道
決定技術」の3点が、我が国が独自で開発すべき
要素技術として報告された。なおこの頃、ヨー
ロッパでは独自の衛星測位システムとしての
Galileo 計画が具体化していた。
このような背景のもとで準天頂衛星システム

（QZSS）を開発しようという気運が高まり、2002
年には産・官が連携して「準天頂衛星システム開
発・利用推進協議会」が組織された。同年12月に
は総合科学技術会議で「国家的に重要な研究開発」
との評価［3］を受け、これに基いて 2003 年度より
産官連携での準天頂衛星システム開発のプロジェ
クトが開始された。民間は通信・放送ミッション
を受け持ち、国は文部科学省、総務省、経済産業
省、国土交通省の4省とその関連機関が測位ミッ
ションを担当することとなった。図 1に準天頂衛
星を用いた高精度測位システムの構成と各省の分
担を示す。
測位信号は後述のようにGPS民生信号との相

互運用性をめざすが、GPSのような軍用の非公開
サービスは想定せず、全て公開としているのが特

徴である。

2.3 測位衛星としての再出発
地上での携帯電話の急速な普及、ネットワーク

を流れる情報量の爆発的な増加とコストダウンな
どにより、衛星を利用した通信・放送には当初期
待されたような需要の伸びはなかった。そのため、
準天頂衛星 3機による通信・放送サービスの事業
性が危ぶまれる状況となり、最終的に 2006 年 3
月をもって民間は本システム開発から撤退すると
決断した。
2006年 4月より、準天頂衛星システムは宇宙航

空研究開発機構（JAXA）がとりまとめる国のプロ
ジェクトとなり、ミッションも測位に絞ることと
なった。2007年 8月に施行された地理空間情報活
用推進基本法（平成19年法律第 63号）に基づき、
政府の測位・地理情報システム等推進会議がその
具体化を検討し、2008 年 4月に「地理空間情報活
用推進基本計画」が閣議決定された。この中の「第
Ⅱ部 第 3章 衛星測位に関する施策 2．衛星測位
に係る研究開発の推進等 （3）準天頂衛星システム
計画の推進」では、以下のように述べられている。
「国が中心となって、1機の準天頂衛星（H- Ⅱ A
ロケットにより平成 21年度に打上げ目標）を打ち
上げ、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交

図1 準天頂衛星を用いた高精度測位システムの構成と各省の分担
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通省による技術実証、民間、府省庁等による利用
実証を行う。＜中略＞
第1段階の技術実証・利用実証に引き続き、第
1段階の結果の評価を行った上で、国と民間が協
力して、初号機を含めた3機の準天頂衛星による
システム実証を実施する第 2段階へ進む計画とす
る。
民間は、第1段階の技術実証・利用実証の結果

等も踏まえて事業化判断を行い、民間が事業内
容、事業規模等に相応な資金負担を行うことで、
計画を推進するものとする。」
（但し第 2段階の具体的な開発主体は、本稿執
筆時の2010年 9月時点では未定である）

3 準天頂衛星システムの特長

3.1 準天頂衛星軌道の特長
準天頂軌道では日本上空の天頂付近に衛星が来

るのは数時間であり、高仰角の可視性を24時間
365日享受するためには複数の衛星が必要となる。
類似のシステムとして米国のSiriusという放送衛
星があるが、そこでは 3機の衛星を離心率 0.27
の楕円軌道に配し、米国上空で長時間滞空するよ
うにしている。
準天頂衛星システムにおいても、故障時の対応

を含めた衛星の個数、軌道傾斜角、楕円軌道の形
状についてさまざまな検討がなされた。東西南北
に拡がっている我が国からの可視性を重視した結
果、衛星数を3個、軌道傾斜角を43 ± 4度、また
離心率を0.075 ± 0.015として上下非対称の「8の
字」軌道とした。各衛星は120°ずつずらした軌道
面に配置し、地表に投影した軌道は図 2に示すよ
うになる。これによって、例えば東京（静止衛星の
仰角は48°以下）では常に75°以上の高仰角で衛
星を利用することが可能となり、特にビルの谷間
では有効である。図 3に示すように、新宿のビル
の谷間からでは静止衛星（実際は南方に見える）は
見えない範囲が大きいのに反し、準天頂衛星の可
視範囲が広いことがわかる。

3.2 測位ミッションの目的
準天頂衛星システムの測位ミッションではGPS

の補完・補強が目的であり、表 1に示すようなL
帯の信号をユーザに放送する。少なくとも近代化

GPS（GPS- Ⅲ）が放送する全ての民生用信号をカ
バーするほか、L1-SAIFおよび JAXAによる実
験用の LEX 信号を放送する。信号の詳細は
IS-QZSS［4］に譲る。
GPSと相互運用性を有した衛星が天頂付近に常

に1個見えることにより、見えるGPS衛星数の不
足が大幅に改善され、またより良い衛星配置（小
さいDOP）を得られる機会が増える。この「補完」
機能が最も大きな目的である。
さらに測位精度を改善するための「補強」機能が
ある。これはL1-SAIFまたは LEX信号の航法

図2 地上に投影した衛星軌道

図3 最適軌道の例（非対称 8の字）ビルの谷間
からの、静止衛星と準天頂衛星の見え方の
違い
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メッセージで電離層情報等のデータをユーザに放
送するものである。

4 NICTの研究開発する時刻管理系

4.1 NICTの担当ミッション
NICTは平成15年度より総務省から研究開発の

委託を受け、従来からポテンシャルを有する実験
用衛星搭載水素メーザーの開発、および高精度時
刻管理系の開発と実験を行うことになった。
しかし水素メーザーについては準天頂衛星で使
われる予定だったGPS搭載用ルビジウム（Rb）原
子時計に比べ寸法、重量とも大きく、衛星搭載は

しないこととなった。BBMの開発で明らかとなっ
た衛星搭載に伴って生じる使用寿命の問題、耐振
動衝撃などの課題に対応したエンジニアリングモ
デル（EM）までの開発を行い［5］、宇宙環境を模擬
した環境試験に耐えることを実証し、その結果を
とりまとめた［6］。

4.2 搭載システムの開発
NICTのミッションは1997年の宇宙開発委員会 
衛星測位技術分科会報告における「衛星群時刻管
理技術」に相当する。地上の基準局に対する衛星
の時刻を知るため、NICTでは衛星・地上間で双
方向の時刻・周波数比較を行い、高精度の達成を

表1 L帯の信号の概要

図4 測位ミッションの搭載機器の構成（冗長系を除く）
太一点鎖線で囲まれたのがNICT担当のTTS、太実線で囲まれたのがTCU（時刻比較装置）
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めざしている。また、産業技術総合研究所（AIST）
が実施する擬似時計実験［7］はNICTの搭載機器
等の利用を前提としており、協力して実験を実施
する予定である。
搭載機器（TTS： Time Transfer Subsystem）

は、心臓部である時刻比較装置（TCU）と、地上
局との間で信号を送受するKu帯の通信装置から
構成される。搭載機器の構成を図 4に示す（冗長
系を除く）。機器の機能は以下である。
（1） 搭載原子時計とTMSの原子時計間との時

刻・周波数差を、Ku帯の双方向時刻・周波
数比較技術で計測する。

（2） 搭載原子時計（2 台の Rb 周波数標準と
VCXO経由で生成された衛星基準クロック）
同士の時刻差を計測する。

（3） L1（L1 C/Aと L1-SAIF）、L2C、L5 信号間
の時刻差を計測する。

（4） ベントパイプ機能を利用した地上間の高精度
時刻比較実験を行う。

（5） TCUの機内遅延の校正を行う。
2007 年にEMの開発、環境試験とその評価が

完了し、フライトモデル（PFM）の開発に入った。
PFMは各コンポーネントの試験後、TTSとして
の試験、JAXA開発のL帯システム（LTS）との組
み合わせ試験を経て、2009年に衛星システムに引
き渡された。衛星バスと組み合わせた試験も順調

に終了し、2010年 5月に射場のある種子島に運ば
れ、9月11日に打ち上げられた。
打ち上げ後約 3ケ月はバス系およびミッション
系の初期機能確認試験を実施中（本稿執筆の2010
年 9月時点）で、12月から JAXA・AISTと協力
して技術実証試験を行う。

4.3 地上セグメントの開発
地上系は、衛星との間で時刻比較を行うための

時刻制御実験局（TMS）と、モニタ局に設置する
時刻管理部から構成される。概要を図 5に示す。
TMSは日本標準時を生成・維持しているNICT
本部（東京都小金井市）に主局を、また24時間衛
星が可視となるNICT沖縄亜熱帯観測センター
（沖縄県恩納村）に副局を設置した。TMSには、
Ku帯の送受信装置、搭載TCUと同等な時刻比
較用モデム、各種ソフトウェアを搭載した計算機
群がある。小金井には1.8 m径、沖縄には3.7 m
径の全天駆動型Ku帯パラボラアンテナを設置し
た。両局の間は衛星双方向時刻比較（TWSTFT）
によって、常に時刻比較を行っている。
L帯信号を受信して衛星の軌道・時刻推定をす

るためのモニタ局は、JAXAが日本国内に 4ケ
所、海外に5ケ所設置している。NICTはモニタ
局の時刻管理を行うため、このうち北海道のサロ
ベツ局、小笠原の父島局の国内 2ケ所とカウアイ

図5 地上系の構成
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（GQTO）インターフェイス管理文書（ICD）［8］を
2004年に制定した。
さまざまなGNSSの調整の場としては国連の下
に ICG（国際GNSS委員会）［9］がある。時刻管理
に関しては、WG-D「Reference Frames, Timing 
and Applications （RFTA）； 座標系・時系とその
応用」の中にできた時系に関するタスクフォース
に、2009年から参加している。

最後に

準天頂衛星システムの設計・開発について、
今 江 理 人氏（現 AIST）、森川容雄氏（現 アンリ
ツ）、総務省宇宙通信政策課の担当の方々の貢献
に感謝する。また JAXA、AIST、日本電気、
NEC東芝スペースシステム、アンリツ、三菱電
機、その他関連メーカーの方々、専攻研として活
躍された方々にも、この場を借りて感謝する。

局（米国ハワイ州）にTWSTFT機能を設置した。
国内の他の2ケ所の JAXAモニタ局は小金井と沖
縄であるが、この両局はTMSとして時刻比較を
行うので、計 5局の地上局の時刻が双方向技術を
用いて高精度に管理されることになる。なおカウ
アイ局はNASAのコケエパーク地球物理観測所
（KPGO）内に設置されるが、ここはNICT本部と
米国海軍天文台（USNO）の中間にあり、日米間
TWSTFTの中継点としても機能する。

4.4 国際的な対応
準天頂衛星システムは、GPSとの電波干渉調

整、相互運用性の確保、海外モニタ局の設置など
のため、日米GPS全体会合の枠を利用して 2002
年からGPS/QZSS技術ワーキンググループを精力
的に実施している。時刻管理システムとしては、
GPS時刻とQZSS時刻との関係を調整するため、
NICT・USNOの間で GPS QZS 時刻オフセット
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